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70%削減を可能にする需要削減・供給側エネルギー構成例

この例では、シナリオＡ：炭素隔離貯留（CCS）や水素など大規模なエネルギー技術、
シナリオB：太陽光や風力、バイオマスなど比較的規模の小さい

分散的なエネルギー技術
が受け入れられやすいと想定

交通：地域特性に応じた削減

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000 14000
人口累積 [万人]

地
方

都
市

大都市圏都市部

地
方

郊
外

・郡
部

大
都

市
圏

郊
外

1人あたりCO2 [t/年]

2000年

2050年

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

0 2000 4000 6000 8000 10000 12000 14000

人口累積 [万人]

地
方

都
市

大都市圏都市部 地
方

郊
外

・郡
部

大
都

市
圏

郊
外

1人あたりCO2 [t/年]

2000年

2050年

貨物は技術的対策のみの場合

地域特性に応じた削減策

127→10536→2028→2515→1048→50人口(百万人)

1.99→1.16

○

△元々比較的燃費が

良い

×

△福祉目的乗合交通

×

△集落再構築

地方郊外・郡部

△元々比較的燃費が

良い

○都市モード○都心モード。鉄道効

率改善

燃費改善

1.59→0.781.84→0.771.55→0.721.15→0.64t-CO2/人

○○△自動車分担率が低

いため

低炭素燃料

△乗合促進△適正規模の車両活

用

△適正規模の車両活

用

積載率改善

○LRT△環状方向の鉄道、Ｐ

＆Ｒ

●（△貨物）公共交通システ
ム活用

△地方都市の再評価×△都心再開発都市の高密度化

202→82(t)
60%減

※80%削減は容易では

ない

※貨物輸送、都市間輸
送、国際輸送の捉え方
など、課題は多い

△駅前等再開発△駅前再開発●導入済み徒歩圏の高密度
化
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※ＨＶ：ハイブリッド車の省略形　　 　　　　※電力：日本の平均電源構成
※燃料電池車：回生エネルギーを二次電池で回収　　※水素：圧縮水素を仮定

脱温暖化2050研究

交通チーム 工藤
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運輸旅客部門：適切な国土利用、エネルギー効率改善で
80％のエネルギー需要削減

運輸旅客輸送量の変化：人口減少による移動総量の減少
旅客需要の交通手段構成の変化：公共交通機関（LRT等）によるモーダルシフト

コンパクトシティ等による旅客輸送量の変化：目的地が近在化することによる移動距離の減少
エネルギー効率の改善：自動車などの旅客輸送機器の効率改善（ハイブリッド化、軽量化等）
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図7 低炭素社会実現に必要な技術と社会の変革速度（数字入り）
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実績値 計画値

0.82ｔC／人

0.5 tC/人

2.22ｔC／人

欧州諸国の計画では，現在1.5tC／(人・年)～3tC／(人・年)程度の
排出量を2050年に0.5tC／(人・年)程度に減少させる。

日本の計画は総合資源エネルギー調査会需給部会が推計した対策
組み合わせシナリオ。
フランスは温暖化対策関係省庁タスクフォース(MIES),ドイツは議会
諮問委員会,イギリスは貿易産業省(DTI)のシナリオ。

エネルギー消費原単位の推移

IEA Energy statisticsより作図

欧州諸国の削減目標と産業構造改革の進展 低炭素世界構築に向けて

• 安定な気候は世界公共財：すべての国の削減参加は必須

• 途上国：2050年には中国・インド・途上国も一人当たり1トンは越す
– 2050年には途上国にも余裕はない。国際協調は対等になる。先進国も自力

で省エネの時代

• 途上国を低炭素社会構造に早めに事前に導く
– ＯＤＡ：高エネルギ消費にlock-inされないインフラ構築［東京地下鉄、 バ

ンコク自動車、北京の失敗、シンガポールの都市計画とロードプライシング］
– 省エネルギー技術移転：省エネ技術は地球知的公共財
– ＡＰＰなどの努力 業界ごとの移転

• 科学の協力：気候問題は科学的知見がキーを握る
– 自国の脆弱性評価、低炭素社会構築プラン策定、技術習得

7



図4．日本の低炭素社会世界リーダーシップに向けた展開
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